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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　サンプルと試薬を反応させる容器と、
　前記容器に前記サンプルまたは前記試薬を吐出するプローブと、
　前記プローブからの吐出量を制御可能な状態で前記プローブに第１液を供給する液供給
部と、
　前記プローブが前記容器に吐出された前記第１液の液面と接触することで、前記容器に
分注された前記第１液の液面を検知する液面検知部と、
　前記プローブを前記容器上から前記第１液に向かって移動させるプローブ駆動部と、
　前記プローブに供給される前記第１液の圧力または流量の変化を測定する吐出量測定部
と、
　前記プローブが前記容器上の第１の位置から、前記液面検知部が前記第１液の液面を検
知する第２の位置まで移動した移動量を測定するプローブ移動量測定部と、
　前記プローブ移動量測定部が測定した前記移動量、前記容器の容量、および前記容器が
配置される高さの値に基づいて前記容器に充填された前記第１液の充填量を算出し、かつ
、前記吐出量測定部からの前記圧力または前記流量の測定結果に基づいて前記プローブか
らの前記第１液の吐出量を算出する演算処理部と、
　を有し、
　前記演算処理部では、前記演算処理部において算出された前記吐出量および前記充填量
を比較して、誤差を算出することを特徴とする分析装置。
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【請求項２】
　請求項１に記載の分析装置において、
　前記演算処理部では、前記吐出量と前記充填量を定期的に比較し、前記誤差の変化を出
力することを特徴とする分析装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の分析装置において、
　前記第１液は、前記プローブを洗浄する洗浄液であることを特徴とする分析装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の分析装置において、
　前記液供給部は、
　前記プローブに前記第１液を送る送液部と、前記プローブと前記送液部の間に設けられ
、前記第１液の流量を調整するバルブと、前記プローブと前記バルブを接続する第１流路
と、前記バルブと前記送液部を接続する第２流路を備え、
　前記吐出量測定部には、
　前記第１流路に設けられ、前記第１流路における前記第１液の圧力または流量の変化を
測定する第１センサと、
　前記第２流路に設けられ、前記第２流路における前記第１液の圧力または流量の変化を
測定する第２センサと、
　が含まれることを特徴とする分析装置。
【請求項５】
　（ａ）容器上にプローブを配置して、サンプルおよび試薬を前記容器に充填する工程、
　（ｂ）前記（ａ）工程の後、前記容器内で前記サンプルと前記試薬を撹拌する工程、
　（ｃ）前記（ｂ）工程の後、前記サンプルと前記試薬の混合液を光学的に測定する工程
、
　（ｄ）前記（ｃ）工程の後、前記光学的に測定した結果に基づいて前記サンプルを分析
する工程、
　（ｅ）前記プローブに接続された液供給部から第１液を供給し、前記容器に前記プロー
ブから前記第１液を吐出することで前記液供給部または前記プローブにおける異常の有無
を判定する工程、
　を有し、
　前記（ｅ）工程では、
　前記プローブから吐出される前記第１液の吐出量、および前記容器に充填される前記第
１液の充填量をそれぞれ独立して算出し、前記吐出量と前記充填量を比較することで、前
記異常の有無を判定することを特徴とする分析方法。
【請求項６】
　請求項５に記載の分析方法において、
　（ｆ）前記（ａ）工程の後、前記プローブを洗浄する工程、
　をさらに有し、
　前記（ｅ）工程で使用する前記第１液は、前記（ｆ）工程で使用する洗浄液であること
を特徴とする分析方法。
【請求項７】
　請求項５に記載の分析方法において、
　前記（ａ）工程から前記（ｄ）工程までのサイクルを繰り返し行い、
　前記（ｅ）工程は、繰り返し行われる前記サイクルの途中で定期的に実施され、
　前記吐出量と前記充填量の誤差の変化を評価することを特徴とする分析方法。
【請求項８】
　請求項５に記載の分析方法において、
　前記（ｅ）工程で異常ありと判定された時に、
　前記吐出量のデータ、前記充填量のデータ、および前記液供給部に設けられたセンサか
ら取得した前記第１液の圧力または流量のデータのうちの、一つ以上のデータに基づいて
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異常の発生箇所を特定することを特徴とする分析方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は血液、尿等の成分を定量あるいは定性分析をする分注装置を備えた自動分析装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特開２００９-２１０３３６号公報（特許文献１）には、反応容器内に分注された液体
を光学的に測定して分析する自動分析装置が記載されている。また、特許文献１には分注
プローブを反応容器内の液面を検知するために使用することが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９-２１０３３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　血液や尿などの生体サンプルや試薬を反応容器で混合させ、その物性を測定することに
より分析を自動で行う自動分析装置がある。このような自動分析装置において、生体サン
プルや試薬は分注プローブを用いて吸引し運搬され、反応容器に吐出され、混合される。
この際、生体サンプル、および試薬は共に反応に用いられる各々の量を正確に分注される
必要がある。このため、自動分析装置には、分注プローブによる分注精度を保障する機能
が要求される。言い換えれば、自動分析装置の信頼性向上の観点からは、反応容器内に液
を分注する精度を高精度で制御する技術が必要となる。
【０００５】
　しかしながら一般に自動分析装置では、サンプル、および試薬の適正な液量が実際に反
応容器へ吐出されているか否かを確認する機能は備わっていない。このため、反応容器に
液を分注する機構における流路のつまりやバルブの誤動作などの異常を早期発見すること
が困難であり、分析結果において異常が確認された際に確認を行うことになる。
【０００６】
　また、分析装置の信頼性を向上させる観点からは、単に、流路のつまりやバルブの誤動
作が生じた段階で、異常を検出するのみではなく、定期的に分注の精度を監視して異常が
顕在化する前に、異常が発生する可能性のある箇所を把握することが好ましい。
【０００７】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、分析装置の信頼性を向
上させることのできる技術を提供することにある。
【０００８】
　本発明の前記ならびにその他の目的と新規な特徴は、本明細書の記述および添付図面か
ら明らかになるであろう。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本願において開示される発明のうち、代表的なものの概要を簡単に説明すれば、次のと
おりである。
【００１０】
　すなわち、一実施態様である分析装置は、容器に液体を吐出するプローブを有する。ま
た、前記分析装置は、前記プローブが前記容器に吐出された前記液体の液面と接触するこ
とで、前記液体の液面を検知する液面検知部を有する。ここで、前記分析装置は、前記プ
ローブからの前記液体の吐出量を測定する吐出量測定部と、前記プローブが前記容器上の
第１の位置から、前記液面検知部が前記液体の液面を検知する第２の位置まで移動した移
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動量を測定するプローブ移動量測定部と、をさらに有するものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本願において開示される発明のうち、代表的なものによって得られる効果を簡単に説明
すれば以下の通りである。
【００１２】
　すなわち、自動分析装置の信頼性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】一実施の形態である自動分析装置の概要構成を示す説明図である。
【図２】図１に示す分析装置を用いた分析方法のフローの概要を示す説明図である。
【図３】図１に示す分注機構部および分注機構部に接続される各部の構成を模式的に示す
説明図である。
【図４】図３に示す駆動部による動作の例として、プローブの先端がプローブ旋回時基準
位置に存在する状態を示す説明図である。
【図５】図３に示す駆動部による動作の例として、プローブの先端が吐出基準位置に存在
する状態を示す説明図である。
【図６】図３に示す駆動部による動作の例として、プローブの先端が液面検知位置に存在
する状態を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　＜本願における記載形式＞
　以下の実施の形態においては便宜上その必要があるときは、複数のセクションまたは実
施の形態に分割して説明するが、特に明示した場合を除き、それらはお互いに無関係なも
のではなく、一方は他方の一部または全部の変形例、詳細、補足説明等の関係にある。
【００１５】
　また、以下の実施の形態において、要素の数等（個数、数値、量、範囲等を含む）に言
及する場合、特に明示した場合および原理的に明らかに特定の数に限定される場合等を除
き、その特定の数に限定されるものではなく、特定の数以上でも以下でもよい。
【００１６】
　さらに、以下の実施の形態において、その構成要素（要素ステップ等も含む）は、特に
明示した場合および原理的に明らかに必須であると考えられる場合等を除き、必ずしも必
須のものではない。
【００１７】
　同様に、以下の実施の形態において、構成要素等の形状、位置関係等に言及するときは
、特に明示した場合および原理的に明らかにそうではないと考えられる場合等を除き、実
質的にその形状等に近似または類似するもの等を含むものとする。このことは、上記数値
および範囲についても同様である。
【００１８】
　また、実施の形態を説明するための全図において、同一の部材には原則として同一の符
号を付し、その繰り返しの説明は省略する。なお、図面をわかりやすくするために平面図
であってもハッチングを付す場合がある。
【００１９】
　また、本願発明を詳細に説明する前に、本願における用語の意味を説明すると次の通り
である。
【００２０】
　＜自動分析装置の概要＞
　最初に、本実施の形態の自動分析装置全体の構成について説明する。図１は、本実施の
形態の自動分析装置の概要構成を示す説明図である。
【００２１】
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　本実施の形態の分析装置（自動分析）１は、オペ―レータが分析作業の状況を監視（モ
ニタリング）し、必要に応じて指示を入力することができる操作部１０を有する。また、
分析装置１は、例えば、血液や尿などの生体サンプルであるサンプルと試薬を反応させる
ことで生じた光を光学的に測定する分析作業を行う分析部２０を備えている。また、分析
装置１は、サンプルの収容容器であるサンプル容器３１を分析部２０に搬入、あるいは分
析部２０から搬出する搬送部３０を有している。
【００２２】
　操作部１０は、分析部２０や搬送部３０との間でデータ（命令データや測定データ）の
伝送を行う入出力部１１を備える。また操作部１０は、入力されたデータに基づいて分析
作業の状況を表示する表示部（モニタ）１２を備える。また、操作部１０は、入力された
データに演算処理を施し、各部（例えば分析部２０や搬送部３０）に対する指示（命令デ
ータ）を出力する制御部１３を備える。また、操作部１０はオペ―レータが指示（命令）
データを入力し、制御部１３に伝送する指示入力部１４を備える。
【００２３】
　また、分析部２０は、反応ディスク２１に架設された複数の反応容器２２を備える。反
応容器２２は、サンプルと試薬を反応させる容器であって、反応ディスク２１の周縁部に
設けられる。また、分析部２０は、図示しない反応ディスク回転駆動機構部を備え、反応
ディスク２１はこの反応ディスク回転駆動機構部により回転動作可能な状態で固定される
。複数の反応容器２２は、反応ディスク２１に保持されるので、反応ディスク２１を回転
させれば、その回転動作により反応容器２２の位置が移動する構造になっている。
【００２４】
　また、分析部２０は、サンプル容器３１から反応容器２２に測定用のサンプルを分注す
る（供給する）サンプル分注機構部２３ａ（分注機構部２３）を備える。図１に示す例で
は、複数のサンプル分注機構部２３ａを並べて配置することで分析作業の効率化を図って
いる。ただし、サンプル分注機構部２３ａの数は図１に示す態様に限定されず、例えば１
個、あるいは３個以上のサンプル分注機構部を配置することができる。サンプル分注機構
部２３ａのその他の詳細は、後述する。
【００２５】
　また、分析部２０は、サンプルと反応させる試薬用の容器である複数の試薬容器２４が
収容された試薬保管部（試薬保冷庫）２５を備える。図１に示す例では、分析部２０には
、複数（２個）の試薬保管部２５が配置される。試薬保管部２５の一つは、平面視におい
てリング形状（円環形状）を成す反応ディスク２１の内側に配置される。また、試薬保管
部２５の他の一つは、反応ディスク２１の外側に配置される。試薬保管部２５のそれぞれ
は、試薬容器２４を保冷する本体部２５ａと、本体部２５ａを覆う蓋部２５ｂとを備える
。また蓋部２５ｂには、少なくとも１個以上（図１ではそれぞれ２個）の開口部２５ｃが
形成され、開口部２５ｃから試薬容器２４内の試薬を吸引することができる構造になって
いる。なお、図１では、試薬保管部２５内に試薬容器２４が収容された状態を示すため、
蓋部２５ｂの一部を切り欠いた状態で示している。
【００２６】
　また、分析部２０は、試薬容器２４から反応容器２２に測定用のサンプルに対応した試
薬を分注する（供給する）試薬分注機構部２３ｂ（分注機構部２３）を備える。図１に示
す例では、試薬保管部２５の周囲に、それぞれ複数（各２個）の試薬分注機構部２３ｂを
並べて配置することで分析作業の効率化を図っている。ただし、試薬分注機構部２３ｂの
数は図１に示す態様に限定されないことは、前記したサンプル分注機構部２３ａと同様で
ある。試薬分注機構部２３ｂのその他の詳細は、後述する。
【００２７】
　また、分析部２０は、反応容器２２に供給されたサンプルと試薬を撹拌する撹拌機構部
２６を備える。また、分析部２０は、撹拌されたサンプル試薬との混合液に光源ランプか
ら照射される光の吸光度を測定する光学測定部（光度計）２７を備える。光学測定部２７
は、例えば、光源ランプ、分光用回折格子、および光検知器により構成される。また、分
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析部２０は、分析が終了した後、次のサンプル溶液を分析するため、反応容器２２を洗浄
する洗浄機構部２８を備える。
【００２８】
　また、分析部２０を構成する上記した各部は、操作部１０と接続され、操作部１０との
間でデータ（命令データや測定データ）の通信を行うことが可能になっている。
【００２９】
　また搬送部３０は、それぞれ、サンプルが収容された複数のサンプル容器３１を架設す
る搬送ラック３２を備え、搬送部３０は、操作部１０との間でデータ（主として命令デー
タ）の通信を行うことが可能になっている。
【００３０】
　＜分析方法の概要＞
　次に、図１に示す分析装置１を用いた分析方法について図１および図２を用いて説明す
る。図２は、図１に示す分析装置を用いた分析方法のフローの概要を示す説明図である。
【００３１】
　本実施の形態の分析方法が備えるサンプル容器搬入工程（図２参照）では、操作部１０
からの指示により、血液や尿などの生体サンプル（サンプル）の入ったサンプル容器３１
が、搬送ラック３２とともに分析部２０に搬送（搬入）される。
【００３２】
　次に、サンプル分注工程（図２参照）では、分析部２０に搬送されたサンプルに対して
操作部１０から指示された分析を行うため、サンプル分注機構部２３ａにより、サンプル
容器３１から反応容器２２に測定用のサンプルを分注する（供給する）。本工程では、例
えば、サンプル容器３１内の測定用サンプルを、サンプル分注機構部２３ａを用いて吸引
し、反応ディスク２１に架設された複数の反応容器２２のそれぞれに吐出する。サンプル
分注機構部２３ａは可動式のアーム部４２を備え、サンプル容器３１上でサンプルを吸引
した後、反応ディスク２１上にアーム部４２を移動させ、反応ディスク２１に保持される
反応容器２２にサンプルを吐出する。
【００３３】
　また、試薬分注工程（図２参照）では、試薬分注機構部２３ｂにより、試薬容器２４か
ら反応容器２２に測定用のサンプルに対応した試薬を分注する（供給する）。本工程では
、例えば、また試薬保管部２５の事前に登録した位置に架設した試薬容器２４に収容され
た試薬を、試薬分注機構部２３ｂにより吸引し、反応ディスク２１に保持される反応容器
２２に吐出する。試薬分注機構部２３ｂはサンプル分注機構部２３ａと同様に可動式のア
ーム部４２を備え、試薬容器２４上で試薬を吸引した後、反応ディスク２１上にアーム部
４２を移動させ、反応容器２２に試薬を吐出する。
【００３４】
　なお、前記したように、反応ディスク２１には図示しない反応ディスク回転駆動機構部
が取り付けられ、反応ディスク２１は所定の回転方向に反応容器２２と共に回転駆動され
る。このため、試薬分注機構部２３ｂとサンプル分注機構部２３ａは、反応ディスク２１
上にアーム部４２を移動させることができれば、予め設定された反応容器２２にサンプル
、あるいは試薬を吐出することができる。また、図２に示すように、サンプル分注工程と
試薬分注工程の順序は、特に限定されない。サンプル分注機構部２３ａと試薬分注機構部
２３ｂのプローブは、サンプルまたは試薬の吐出後にプローブの内部を洗浄する洗浄液（
例えば洗浄水）が必要に応じて通水させられる。
【００３５】
　次に、撹拌工程（図２参照）では、反応容器２２に吐出されたサンプルと試薬が、撹拌
機構部２６によって撹袢される。サンプル分注工程と試薬分注工程で正しい量のサンプル
と試薬がそれぞれ吐出されていれば、この撹拌工程で、サンプルと試薬との混合液が得ら
れる。
【００３６】
　次の光学測定工程（図２参照）では、前記した撹拌工程で得られた混合液を光学測定部
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２７により測定する。測定に必要な指示は、操作部１０から撹拌機構部２６や光学測定部
２７に予め伝送されるので、その指示に基づいて自動で測定が行われる。そして、測定結
果は、操作部１０に伝送され、制御部１３で分析される（図２に示す分析工程）。
【００３７】
　本実施の形態の分析方法では、図２に示すように分析作業を繰り返し行う。言い換えれ
ば、分析工程が終了した後、反応容器２２に新たなサンプルおよび試薬を吐出して、新た
なサンプルについて分析を行う。このため、分析工程の後は、次のサンプルを分析するた
め、反応容器２２内のサンプルを除去し、反応容器２２内を洗浄機構部２８により洗浄す
る（図２に示す洗浄工程）。洗浄工程で使用する洗浄液は、例えば水（洗浄水、例えば純
水）を用いることができる。そして、洗浄された反応容器２２に、新たなサンプルと該サ
ンプルに対応する試薬を吐出する。
【００３８】
　また、図２に示す洗浄工程では、サンプルを分注した後のプローブを洗浄する。プロー
ブを洗浄するタイミングは、図２に示すサンプル分注工程、または試薬分注工程の後であ
れば、特に限定されない。例えば、撹拌工程や光学測定と並行して実施することができる
。また、プローブの洗浄は、例えば、図示しない洗浄槽にて洗浄される。この時使用する
洗浄液は洗浄槽を介して図示しない廃液タンクに排出させることもできるが、本実施の形
態では、この洗浄液を図２に示す分注異常検出工程で使用する。
【００３９】
　ここで、分析結果の信頼性を向上させる観点からサンプル、および試薬は共に反応に用
いられる各々の量を正確に分注される必要がある。つまり、サンプルや試薬を吸入、吐出
する経路につまりが発生した場合、あるいは吸入量、吐出量を制御するバルブの誤動作が
発生した場合には、分析結果の信頼性低下の原因となる。この分注量の異常を検出する方
法として、分析結果に基づいて分注量の異常を検出する方法が考えられるが、この場合、
異常が検出された分析に用いたサンプルや試薬は無駄になる。また、異常が検出された分
析作業も無駄になるため分析作業の効率が低下する。
【００４０】
　また、分注精度を制御する観点からは、単に、流路のつまりやバルブの誤動作が生じた
段階で、異常を検出するのみではなく、定期的に分注の精度を監視して異常が顕在化する
前に、異常が発生する可能性のある箇所を自己診断することが好ましい。そこで、本実施
の形態の分析装置１は、定期的に分注の精度を監視することができる構成となっている。
また、図２に示すように本実施の形態の分析方法は、サンプル分注機構部２３ａや試薬分
注機構部２３ｂにおける異常の有無を判定する、分注異常検出工程を備える。以下、図１
に示す分注機構部２３の詳細な構成について説明する。
【００４１】
　＜分注機構部の構成＞
　図３は、図１に示す分注機構部および分注機構部に接続される各部の構成を模式的に示
す説明図である。なお、図１では、分注機構部２３として、２個のサンプル分注機構部２
３ａおよび４個の試薬分注機構部２３ｂを示しているが、サンプル分注機構部２３ａと試
薬分注機構部２３ｂは、吐出する液体の種類が異なる点を除き、構成は同様なので、以下
では分注機構部２３として説明する。
【００４２】
　図３に示すように本実施の形態の分注機構部２３は、反応容器２２にサンプルあるいは
試薬を吐出する（分注する）プローブ（分注プローブ）４１を有する。プローブ４１は、
例えば金属などの導電性部材から成り、内部に洗浄水などの液体が通過する流路４１ｒを
備えた筒形状を成す。通常時にはプローブ４１内に水が充填されており、この充填された
水を制御することでサンプルあるいは試薬の吸引と吐出が行われる。また、分注機構部２
３は、プローブ４１を保持するアーム部４２を有する。アーム部４２は、プローブ４１を
保持する保持部４２ｈと、プローブ４１を保持した状態で動作する可動部４２ｄを備えて
いる。また、アーム部４２には液体が通過する流路４２ｒが設けられ、流路４２ｒはプロ
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ーブ４１の流路４１ｒと接続される。図３では、流路４２ｒがアーム部４２の内部に形成
された例を示している。
【００４３】
　また、分注機構部２３は、アーム部４２に接続され、プローブ４１を保持した状態でア
ーム部４２を駆動する駆動部（プローブ駆動部）４３を有する。アーム部４２は、駆動部
４３から伝達された駆動力により、上下方向および回転方向に動作可能な構造となってい
る。つまり、駆動部４３は、アーム部４２を介してプローブ４１を反応容器２２上から反
応容器２２の内部に向かって、あるいは反応容器２２の内部から反応容器２２上に向かっ
てプローブ４１を動作させることができる。また、駆動部４３は、アーム部４２を介して
プローブ４１を、サンプルまたは試薬を吸引する位置から反応容器２２上に移動させるこ
とができる。
【００４４】
　また、駆動部４３には、プローブ４１の移動量を測定する移動量測定部（プローブ移動
量測定部）４３ｓを備え、測定結果である移動量を外部に出力することができる。移動量
測定部では、少なくとも図３に示す上下方向（反応容器２２の開口部から底面に向かう方
向）におけるプローブ４１の移動量を測定することができる。移動量の測定方法は特に限
定されないが、例えば駆動部４３に伝送される駆動信号のパルス数を計測する方法を用い
ることができる。
【００４５】
　また、分注機構部２３には、プローブ４１に例えば洗浄液などの液を供給する液供給部
（洗浄液供給部）５０が接続される。液供給部５０は、分注機構部２３の流路４２ｒに接
続される配管５１を備える。また、液供給部５０は、配管５１の途中に設けられ、配管５
１内の液体（例えば洗浄水）の流量を調整するバルブ（流量調整弁）５２を備える。また
、液供給部５０は、配管５１を介して液体（例えば洗浄液）を供給するポンプ（送液部）
５３を備える。配管５１は、分注機構部２３とバルブ５２の間に配置される流路５１ｒ１
と、バルブ５２とポンプ５３の間に配置される流路５１ｒ２を備える。また、図示は省略
したが、ポンプ５３は液供給源に接続される。分注機構部２３により洗浄液を吐出する場
合には、液供給源として図示しない洗浄液供給源に接続する。なお、配管５１は、可動部
４２ｄ内に収められるが、模式的に図３のように示している。
【００４６】
　また、本実施の形態では、プローブ４１からの液体（例えば洗浄液）の吐出量を測定す
る吐出量測定部として、液体の圧力または流量の変化を検知するセンサ（吐出量測定部）
５４ａ、５４ｂを備える。なお、図３では、流路５１ｒ１にセンサ５４ａを、流路５１ｒ
２にセンサ５４ｂを、それぞれ設ける例を示している。このように、バルブ５２の前後に
センサ５４ａ、５４ｂを設けることで、バルブ５２の誤作動を検出できる点で好ましい。
ただし、単にプローブ４１からの液体の吐出量を測定するのであれば、センサ５４ａ、５
４ｂのうちの一方（好ましくはセンサ５４ａ）を設ければ良い。
【００４７】
　また、分注機構部２３および液供給部５０は、液体（例えば洗浄液）の吐出量や吐出の
タイミングを制御する分注制御部６０に接続されている。なお図３では、分注制御部６０
を操作部１０の制御部１３とは別に設け、分注制御部６０と操作部１０を通信可能な状態
で接続する例を示しているが、変形例として分注制御部６０の一部または全部を操作部１
０の制御部１３内に組み込むこともできる。
【００４８】
　分注制御部６０は、反応容器２２に吐出された液体（例えば洗浄液）の液面を検知する
液面検知部６１を有する。液面検知部６１はプローブ４１と電気的に接続され、プローブ
４１の先端が、サンプル、試薬、または洗浄液などの液体の液面に接触した時にこれを検
知する、接触方式の液面センサである。詳しくは、前記したように、プローブ４１は例え
ば金属などの導電性材料から成る。そして、プローブ４１の先端が液体の液面に接触する
と、例えば静電容量特性や電気抵抗特性などの電気的特性が変化する。液面検知部６１は
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、プローブ４１から伝送される電気的特性を出力信号として監視し、出力信号の変化によ
り液面の有無を検知する。また、液面検知部６１は、検知対象となる液体の電気的特性に
よって、検出感度を調整することが可能である。
【００４９】
　また、分注制御部６０は、分注される液体の吐出量を制御および測定する複数の回路が
形成されたコントローラ６２、およびポンプ５３を駆動する駆動回路が形成されたドライ
バ６３を有する。また、分注制御部６０は、インタフェイス６４を介してコントローラ６
２とドライバ６３に接続される演算処理部６５、記憶部（メモリ部）６６を有する。
【００５０】
　コントローラ６２は、バルブ５２と電気的に接続され、演算処理部６５から伝送された
液体の流量に係る指示信号に基づいて、バルブ５２の開閉、開度（開口率）、および開放
時間を制御する。また、コントローラ６２は、駆動部４３と電気的に接続され、演算処理
部６５から伝送された駆動部４３の動作に係る指示信号に基づいて、駆動部４３の動作を
制御する。また、コントローラ６２は、プローブ４１の移動量を測定する移動量測定部４
３ｓと電気的に接続され、移動量測定部４３ｓから伝送されたプローブ４１の移動量の信
号（例えば駆動部４３に伝送された駆動信号のパルス数）を演算処理部６５に中継する。
また、コントローラ６２は、液面検知部６１と電気的に接続され、液面検知部６１から伝
送された液面検知の信号および液面検知したタイミング信号を演算処理部６５に中継する
。また、コントローラ６２は、センサ５４ａ、５４ｂと電気的に接続され、センサ５４ａ
、５４ｂから伝送された液体の圧力または流量の信号を演算処理部６５に中継する。また
、ドライバ６３は、ポンプ５３と電気的に接続され、演算処理部６５から伝送されたポン
プ５３の動作に係る指示信号に基づいて、ポンプ５３の動作を制御する。
【００５１】
　演算処理部６５では、センサ５４ａ、５４ｂからコントローラ６２を介して伝送された
液体の圧力または流量の信号から、プローブ４１から吐出された液体の吐出量を算出する
。また、記憶部６６には、予め設定された吐出量のデータが記憶されている。一方、実吐
出量（実際の吐出量）の算出において、演算処理部６５は、コントローラ６２から伝送さ
れた液面検知の信号、液面検知したタイミング信号、プローブ４１の先端位置の移動量の
信号に演算処理を施し、液面検出時のプローブ４１の先端の位置を算出する。ここで、演
算処理部６５では、液面検知時のプローブ４１の先端位置の移動量に基づいて反応容器２
２に充填された液体の量（液量）を算出する。つまり、本実施の形態では、プローブ４１
から吐出された液体の吐出量の算出とは別に、反応容器２２に充填された液体の量を算出
する。
【００５２】
　以下、図３、および図４～図６を用いて液面検知時のプローブ４１の先端位置の移動量
に基づいて反応容器２２に吐出された液体の吐出量を算出する方法について説明する。図
４～図６は、図３に示す駆動部による動作の例を示す説明図である。
【００５３】
　まず、図４に示すように、プローブ４１を反応容器２２上に配置する際には、プローブ
４１の先端が反応容器２２の開口部よりも高い位置に存在する。この状態で図４に示すよ
うにアーム部４２の可動部４２ｄを回転軸として回転動作させることで、プローブ４１を
反応容器２２上に配置することができる。この時のプローブ４１の先端の位置をプローブ
旋回時基準位置とする。
【００５４】
　次に、図５に示すように、液体４５（例えば洗浄液）を反応容器２２に吐出する際には
、プローブ４１の先端が反応容器２２の開口部よりも低い位置に存在するように、下方向
（反応容器２２上から反応容器２２の開口部内に向かう方向）に移動させることが好まし
い。この時のプローブ４１の先端の位置を吐出基準位置とする。本実施の形態では、液面
検知時のプローブ４１の先端位置の移動量を算出する基準位置として、例えばこの吐出基
準位置を採用する。つまり、駆動部４３に伝送された駆動信号のパルス数を計測すること
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によりプローブ４１の移動量を測定する場合には、プローブ４１の先端が吐出基準位置に
存在する時に、駆動信号のパルス数を計測する。なお、図３～図６では判り易さのため、
移動量測定部４３ｓが駆動部４３側に設けられた例を示している。しかし駆動部４３に伝
送される信号を計測することでプローブ４１の移動量を測定する場合には、移動量測定部
４３ｓの位置は図３～図６に示す態様に限定されず、例えば、コントローラ６２に設ける
ことができる。
【００５５】
　次に、図６に示すように、液体４５（例えば洗浄液）が反応容器２２に吐出された後、
プローブ４１の先端の位置を図５に示す吐出基準位置から液体４５の液面に向かって移動
させる。そして、プローブ４１の先端が液体４５の液面と接触する位置（液面検知位置）
に到達すると液面検知部６１が液面検知信号を取得し、コントローラ６２を介して演算処
理部６５に液面検知信号および液面検知タイミング信号を出力する。また、移動量測定部
４３ｓでは、移動量測定の基準位置となる吐出基準位置から液面検知位置までの移動量の
計測結果（例えば駆動部４３に伝送される駆動信号のパルス数）の信号を取得し、コント
ローラ６２を介して演算処理部６５に出力する。
【００５６】
　ここで、反応容器２２の容量および反応容器２２が配置される高さは既知であるので、
液面の高さが判れば反応容器２２内に充填された液体４５の量は容易に算出できる。例え
ば、プローブ４１の移動量のデータと反応容器２２に充填された液体４５の量の関係を予
め計算し、図３に示す記憶部６６に記憶させておけば、液面の高さを容易に取得できる。
また、本実施の形態のように、基準位置から液面検出位置までのプローブ４１の移動量に
基づいて液面の高さを算出する場合、液面の高さやプローブ４１の高さを直接測定する方
法と比較して、容易に測定することができる。また、基準位置から液面検出位置までのプ
ローブ４１の移動量に基づいて液面の高さを算出する場合、誤差が生じ難い。
【００５７】
　上記の通り、本実施の形態では、プローブ４１から吐出された液体４５の吐出量と、反
応容器２２に充填された液体４５の量をそれぞれ算出する。このように、液体４５の吐出
量と充填量をそれぞれ測定すれば、両者を比較することができる。そして、それぞれ独立
して取得した吐出量のデータと充填量のデータを比較すれば、両者の誤差を評価すること
ができる。つまり、吐出量と充填量のデータの誤差が大きければ、液体４５の供給経路の
どこかで異常が生じていると判定（診断）することができる。
【００５８】
　例えば図３に示す操作部１０の表示部１２に吐出量と充填量のデータの誤差を伝送して
表示すれば、表示部１２を確認したオペレータが異常の有無を判定し、対応することがで
きる。また、異常判定のデータが蓄積されれば、異常判定の閾値データを例えば、記憶部
６６に予め入力しておくことにより、演算処理部６５が記憶部６６に記録された閾値デー
タと、吐出量と充填量の誤差データを比較して、異常の有無を自動で判定することができ
る。なお、吐出量と充填量のデータの比較に代えて、予め反応容器２２の容量と液体４５
の吐出量から予想されるプローブ４１の移動量を算出しておき、このプローブ４１の移動
量とプローブ４１の実移動量（実際に測定された移動量）とを比較しても良い。
【００５９】
　分注異常検出工程（図２参照）では上記のようにプローブ４１に接続された液供給部５
０から液体４５（図６参照）を供給し、反応容器２２にプローブ４１から液体４５を吐出
することで液供給部５０またはプローブ４１における異常の有無を判定する。なお、図２
では分注異常検出工程をサンプル分注工程または試薬分注工程の前に行う実施態様につい
て示しているが、分注異常検出工程を行うタイミングは、これに限定されない。例えば、
プローブ４１および反応容器２２が空いていれば分注異常をチェックすることができるの
で、図２に示す光学測定工程の後で行うことができる。あるいは、サンプル分注工程また
は試薬分注工程の後、空の反応容器２２上にプローブ４１を移動させて分注異常検出工程
を行うことができる。この場合、撹拌工程や光学測定工程と並行して分注異常検出工程を
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行うことができる。
【００６０】
　ところで、分注機構部２３で液体４５（図６参照）が反応容器２２に許容される誤差範
囲内で正しく充填されたかどうかを判定する場合、判定の対象となる液体４５として、サ
ンプルまたは試薬を用いることができる。しかし、本実施の形態では、液体４５としてプ
ローブ４１を洗浄する際に使用する洗浄液を用いる。前記したように、本実施の形態では
、オペレータまたは演算処理部６５により液体の供給経路中の異常の有無を判定（診断）
するが、異常ありと判定された場合には、異常の発生箇所を特定し、異常の発生原因を取
り除く必要がある。
【００６１】
　ここで、判定の対象となる液体４５（図６参照）として、サンプルまたは試薬を用いる
場合、異常と判定されれば、その際のサンプルまたは試薬は無駄になる。一方、液体４５
として洗浄液を用いる場合、異常と判定された場合でも、サンプルまたは試薬が無駄にな
らない。
【００６２】
　また、分析装置１（図１参照）は同じサンプルのみを繰り返し分析する専用機ではない
。このため、分析対象になるサンプル毎に物性や電気的特性などが変化する。一方、液面
の検知精度向上の観点からは、液体４５（図６参照）の物性や電気的特性は一定の範囲に
収まっていることが好ましい。特に、本実施の形態のように、プローブ４１の先端が液体
４５の液面に接触した時にこれを検知する、接触方式の液面センサである液面検知部６１
を使用する場合、液体４５の電気的特性により検知感度が変化する。つまり、液面の検知
精度向上の観点から、液体４５として洗浄液を用いることが好ましい。また、液面の検知
精度を向上させることにより、反応容器２２に充填された液体４５の充填量の測定精度を
向上させることができる。このため、分析装置１の信頼性を向上させることができる。
【００６３】
　また、液体の供給経路中の異常の有無を判定することで、図２に示す洗浄工程において
反応容器２２の洗浄不良を防止することができる。この結果、次に充填するサンプルの分
析において、洗浄不良に伴う分析結果の信頼性低下を防止できる。
【００６４】
　また、分析装置１の信頼性をさらに向上させる観点からは、単に、流路のつまりやバル
ブの誤動作が生じた段階で、異常を検出するのみではなく、異常が顕在化する（図１の光
学測定部２７で正しい測定結果が得られない状態になる）前に、異常が発生する可能性の
ある箇所を把握することが好ましい。そこで、前記した吐出量と充填量の誤差データを定
期的に取得し、誤差データの変化を監視することで、異常が顕在する前に異常発生の兆候
を検出することができる。この異常発生の兆候を検出する機能も、図３に示す演算処理部
６５で行うことができる。例えば、吐出量と充填量の誤差データの増加率に閾値を設定し
、記憶部６６に予め入力しておく。演算処理部６５では、吐出量と充填量の誤差データを
定期的に確認し、誤差の増加率を算出する。そして記憶部６６から読みだした閾値データ
と増加率の算出データを比較して、異常発生の兆候を判定し、判定結果を操作部１０に出
力する。つまり、演算処理部６５では、吐出量と充填量を定期的に比較し、誤差の変化を
出力する。これにより、出力されたデータに基づいて、オペレータ、または演算処理部６
５自身が異常発生の兆候を検出可能になる。
【００６５】
　また、効率的に異常の発生原因を取り除く観点から、異常が顕在化した場合、あるいは
異常発生の兆候が検出された場合に、異常発生箇所を特定することが好ましい。例えば、
充填量のデータが吐出量のデータよりも大幅に小さい場合、図３に示す流路４１ｒ、４２
ｒ、５１ｒ１、５１ｒ２のどこかにつまりが生じている可能性、バルブ５２の開閉動作が
誤作動した可能性、あるいは、ポンプ５３の動作不良の可能性が考えられる。一方、充填
量のデータが吐出量のデータよりも大幅に大きい場合バルブ５２の開閉動作が誤作動した
可能性、またはポンプ５３の動作不良の可能性が考えられる。
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【００６６】
　ここで、本実施の形態では、図３に示すようにプローブ４１とバルブ５２の間にセンサ
５４ａを、バルブ５２とポンプ５３の間にセンサ５４ｂを、それぞれ設けている。このた
めセンサ５４ａとセンサ５４ｂの信号（圧力または流量の信号）を確認することで、異常
の発生箇所が特定し易くなる。この異常発生個所の特定は、オペレータが行うことができ
る。オペレータが特定する場合には、例えば、センサ５４ａおよびセンサ５４ｂから伝送
された圧力または流量の信号を操作部１０の表示部１２に表示させて、その表示された値
に基づいてオペレータが異常発生個所を特定することができる。
【００６７】
　また、これらの異常発生箇所と各データの関係について記憶部６６に記憶させて、デー
タを蓄積することにより、異常発生箇所を自動で特定することが可能になる。詳しくは、
異常発生箇所と各データ（例えば液体の吐出量の算出結果、充填量の算出結果、センサ５
４ａ、５４ｂの信号データ等）の関係に係る蓄積データを解析し、異常発生箇所を特定す
るパターンを作成する。このパターンを記憶部６６に記憶させておけば、演算処理部６５
がこのパターンを記憶部６６から読みだして参照することで、異常発生個所を自動で特定
し、これを操作部１０の表示部１２に表示することができる。
【００６８】
　また、上記した各データと、図１に示す光学測定部２７での分析結果を対応させて蓄積
することで、分析結果に対して補正することが可能になる。例えば、異常が顕在化しなく
ても、異常発生の兆候が検出された場合に、直前に分析を行ったサンプルの分析結果に対
して補正を行うことで、測定結果の信頼性を向上させることができる。
【００６９】
　また、上記した各データを継続的に蓄積すれば、この蓄積データを解析することで、例
えば図１に示す反応ディスク２１に設けられた複数の反応容器２２それぞれの、形状の差
異（例えば歪みや加工精度によるばらつき）を特定することが可能になる。
【００７０】
　以上、本発明者によってなされた発明を実施の形態に基づき具体的に説明したが、本発
明は前記実施の形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々変更可
能であることはいうまでもない。
【００７１】
　また例えば、前記実施の形態では、図６に示す液体４５としてサンプル、試薬、または
洗浄液を用いる実施態様について説明したが、分注機構部２３または液供給部５０の異常
が検出することができれば液体４５はこれらに限定されず、例えば専用のチェック液を用
いることができる。このように専用のチェック液を用いることで、液面検知精度を高精度
で調整できる。ただし、分析作業を効率的に行う観点からは、前記実施の形態で説明した
ように、洗浄液を用いることが好ましい。
【００７２】
　また例えば、前記実施の形態では分析作業の終了後に分注機構部２３または液供給部５
０の異常を検出する実施態様について説明したが、分析作業の開始前に分注機構部２３ま
たは液供給部５０の異常を検出することもできる。
【産業上の利用可能性】
【００７３】
　本発明は、例えば、血液、尿等の成分を定量あるいは定性分析をする分注装置に利用可
能である。
【符号の説明】
【００７４】
１　分析装置
１０　操作部
１１　入出力部
１２　表示部



(13) JP 6072421 B2 2017.2.1

10

20

30

１３　制御部
１４　指示入力部
２０　分析部
２１　反応ディスク
２２　反応容器
２３　分注機構部
２３ａ　サンプル分注機構部
２３ｂ　試薬分注機構部
２４　試薬容器
２５　試薬保管部
２５ａ　本体部
２５ｂ　蓋部
２５ｃ　開口部
２６　撹拌機構部
２７　光学測定部
２８　洗浄機構部
３０　搬送部
３１　サンプル容器
３２　搬送ラック
４１　プローブ
４１ｒ、４２ｒ、５１ｒ１、５１ｒ２　流路
４２　アーム部
４２ｄ　可動部
４２ｈ　保持部
４３　駆動部
４３ｓ　移動量測定部
４５　液体
５０　液供給部
５１　配管
５２　バルブ
５３　ポンプ（送液部）
５４ａ、５４ｂ　センサ（吐出量測定部）
６０　分注制御部
６１　液面検知部
６２　コントローラ
６３　ドライバ
６４　インタフェイス
６５　演算処理部
６６　記憶部（メモリ部）
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